
 
 

CC1-5104 

酒 類 販 売 業 免 許 申 請 書 

  
 

収 受 印 整理番号  ※ 

 

 
 
 令和  年  月  日 

 

 
 
 
 

 税務署長 殿  
 

 

申 

 

 

請 
 
 
 

者 

 

（住所）〒  - 

 
 

  

 

 （電話） 

  局 

  番 
 

 

（氏名又は名称及び代表者氏名）              

（ふりがな） 

 

㊞ 
 

 

酒類の販売業免許を受けたいので、酒税法第９条第１項の規定により関係書類を添付して 

下記のとおり申請します。 

記 
 

販 売 場 の 
 
 

所 在 地 
 
 

及 び 名 称 

 

（地 番）  
 

（詳細は別添図面のとおり）  
 

 

（住居表示） 〒   － 

   
 

 

（ふりがな） 

（名 称）  
（電 話）  

 

 

業  態 

 □一般酒販店  □コンビニエンスストア  □スーパーマーケット 

 □百貨店  □量販店  □業務用卸主体店  □ホームセンター 

 □ドラッグストア  □その他（               ） 
 

酒類販売管理者

の選任 (予定 ) 
 

 

（ふりがな） 

（氏名）  

 

申請する販売業 

免許等の種類 
 

 

    

 
 

販 売 し よ う と

する酒類の品目

の 範 囲 及 び

販 売 方 法 

 

   

 

   
 

 

臨 時 販 売 場 の 

開 設 区 分 
 

 

 

 
 

 

臨時販売場の 

開 設 期 間 
 

 

令和  年  月  日から 

令和  年  月  日まで 
 

申 請 の 理 由 

 

 

 

既に有している 

主 た る 酒 類 

販 売 場 の 明 細  
 

 

 所在地 
 

 

 
 

 

名 称   所轄税務署名       税務署 

 
 

受理番号 

 

 ※ 
 

 

審査順位 

 

※ 
 
 

 

局署番号 

 

※ 
 

 

申請書入力 

 ※ 

 (   月 日)  
 

※ 

 

 

※ 
 

※ 
 

 

※ 
 

  

役職、申請者との関係、生年月日等 

 

 

酒 税 



 

 

酒類販売業免許申請書（CC1-5104）の記載要領 

 

 

１ この申請書は、酒税法第９条第１項の規定により酒類の販売業免許を受けようとする場合に使用してください。 

２ この申請書は、申請販売場の所在地の所轄税務署長に提出してください。 

３ 「申請者」欄の「氏名又は名称及び代表者氏名」、「販売場の所在地及び名称」欄の「名称」及び「酒類販売管理

者の選任（予定）」欄の「氏名」には、必ずふりがなを記載してください。 

４ 「販売場の所在地及び名称」欄には、次により具体的に記載するとともに、その位置を明瞭に記載した図面として申請書次葉１

「販売場の敷地の状況」を作成してください。 

（1） 「地番」欄には、不動産登記法（平成16年法律第123号）の規定による地番（土地の登記事項証明書の地番）を

記載してください。 

   なお、申請販売場の建物が複数の土地（地番）にかかる場合は、すべての地番を記載します。 

（2） 「住居表示」欄には、住居表示に関する法律（昭和37年法律第119号）により市町村が定めた住居表示を記載し

てください。 

（3） 「名称」欄には、例えば、「○○酒店」、「本社」、「本店」、「○○支店」、「○○営業所」等と記載して

ください。 

（4） 複数階に係る店舗において酒類を販売する場合、店舗の所在する地番若しくは売場を設置しようとする階（地階、１階等の

別）又は店舗の一部を賃借しているときはその賃借場所 

（5） 船舶内において酒類を販売する場合、船舶の名称、船籍港、登録番号及び総トン数 

（6） 列車内において酒類を販売する場合、申請者の主たる営業所が所掌している列車名等 

（7） 駅ホームにおいて酒類を立売りする場合、鉄道名、駅名及びホーム番号 

（8） 駅構内売店において酒類を販売する場合、駅の所在する地番及び「○○鉄道○○駅の○○号売店内」の旨 

（9） 販売場に酒類の自動販売機を設置しようとする場合は、その位置 

 ５ 「業態」欄には、次の区分により□にチェックをしてください。 

     (業態の区分) 

① 一般酒販店（酒屋、酒類専門店等）、 ②コンビニエンスストア、 

③ スーパーマーケット、 ④ 百貨店、 ⑤ 量販店（①～④以外の量販店：ディスカウントストア等）、 

 ⑥ 業務用卸主体店、 ⑦ ホームセンター、 ⑧ ドラッグストア、 

⑨ その他・・・①から⑧までに該当しない業態の店舗で、具体的に記載してください。 

      （例：ｷﾞﾌﾄｼｮｯﾌﾟ、ﾋﾟｻﾞ宅配店、弁当・惣菜店、米穀店、果物店、生花店、菓子店など） 

６  「酒類販売管理者の選任(予定)」欄には、酒類販売管理者として選任を予定している方の氏名及び役職等を記載し

てください。 

７ 「申請する販売業免許等の種類」欄には、免許の種類に応じ、「一般酒類小売業免許」、「通信販売酒類小売業免許」、「特殊

酒類小売業免許」、「期限付酒類小売業免許」、「全酒類卸売業免許」、「ビール卸売業免許」、「洋酒卸売業免許」、「輸入酒

類卸売業免許」等と記載してください。 

  なお、申請しようとする免許が２種類以上ある場合には、該当するすべての免許の種類について記載してください。 

８ 「販売しようとする酒類の品目の範囲及び販売方法」欄には、酒類の品目及び免許の種類に応じ、「全酒類の卸売」、「全酒類

の小売」、「ビールの卸売」、「洋酒（果実酒、甘味果実酒、ウイスキー、ブランデー、発泡酒、その他の醸造酒、スピリッツ、

リキュール、粉末酒及び雑酒をいう。）の卸売」、「○○の小売」、「薬用酒の卸売」、「自製酒類の卸売」、「輸入○○の卸

売」等と記載してください。 

なお、一般酒類小売業免許の場合には、「全酒類、通信販売を除く小売に限る。」と記載してください。 

９ 「臨時販売場の開設区分」欄には、博覧会場、即売会場（会社、官公庁若しくは団体等の職場において開催される即売会場、地

方特産物、新製品若しくは贈答品の即売会場又は酒類製造者の自製酒類、酒類販売業者の自己の商標を付した酒類若しくは自己の

輸入した酒類の広告宣伝のための展示等即売会場をいう。）その他これらに類する場所（野球場等の競技場、キャンプ場、スキー

場、海水浴場、遊園地等の季節的若しくは臨時的に人の集まる場所又はダム工事場、季節的な遊覧旅行を目的とする臨時列車内若

しくは遊覧船内等の場所をいう。）の区分により記載してください。 

10 「既に有している主たる酒類販売場の明細」欄には、既に免許を受けている酒類販売場のうち主たる酒類販売場の

所在地、名称及びその所在地を所轄する税務署名を記載してください。 

11  関係書類は、「酒類販売業免許等申請書類一覧表」（CC1-5104-2）により、各免許等区分ごとに定める必要書類を添付し、各申

請の内容による申請書等チェック表（CC1-5104-2(1)～CC1-5104-2(8)）により確認し、これを添付してください。 

  なお、この一覧表に定める添付書類は原則的なものであり、実際に必要な添付書類及びその作成方法等については、事前に税務

署と十分相談してください。 

12 ※印欄は記載しないでください。 



販売業免許申請書 次葉１  
販売場の敷地の状況 

 
     
 
    （所在地）                      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）申請販売場が建物の一部である場合は､建物の全体図（申請販売場のある階の部分）に､そ

の位置を明示してください。  

酒 税 



 
 
販売業免許申請書 次葉２  

建物等の配置図（建物の構造を示す図面）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）申請販売場と一体として機能する倉庫等についても明示してください。  
標識の掲示、酒類の陳列場所における表示を明示してください。  

 

酒税 



 

 

販売業免許申請書 次葉３  
事業の概要（販売設備状況書）  

 

区        分  数量等  

(1) 敷  地  （自己所有・借地）  ㎡  

(2)  建  物  （自己所有・借用）  
       （令和  年  月  日完成予定）  ㎡  

  イ  店  舗  ㎡  

  ロ  事務所  ㎡  

  ハ  倉  庫  ㎡  

  ニ  駐車場  ㎡  

  ホ   

  ヘ   

(3) 車両運搬具  （自己所有・借用）   

  イ   台  

  ロ   

  ハ   

  ニ   

(4) 什器備品  （自己所有・借用）   

  イ   台  

  ロ    

  ハ    

  ニ    

  ホ    

  ヘ    

  ト   

  チ   

  リ   

  ヌ   

(5)  従業員           人  

               人  
 

  （注）賃貸借がある場合には契約書等の写し、建築中の場合は請負契約書等の写し、  
    農地の場合は農地転用許可にかかる証明書等の写しを添付してください。  

酒 税 



CC1-5104-1(6) 
販売業免許申請書 次葉６ 

「酒類の販売管理の方法」に関する取組計画書 
（酒類販売管理者の選任予定者） 
 

（年齢：  歳） 

（酒類小売販売場の所在地及び名称） 
 
 

（酒類販売管理研修の受講予定等） 
受講日又は受講予定日： 
   平成・令和   年   月   日 
研修実施団体： 

（店舗全体の面積） 
㎡ 

（営業時間） 

  時  分 ～  時  分 ・ 24 時間 

（定休日：          ） 
（酒類売場の面積） 

㎡ 
（酒類販売管理者に代わる責任者（予定者）の人数及び氏名等）   総数：    名 
氏  名  ( 年 齢 ) 指名の基準 氏  名  ( 年 齢 ) 指名の基準 氏  名 ( 年 齢 ) 指名の基準 

(   歳)  (   歳)  (   歳)  

(   歳)  (   歳)  (   歳)  

(   歳)  (   歳)  (   歳)  

（注）「指名の基準」欄には、次の《責任者の指名の基準》のいずれかに該当する番号を記載してください。 
《責任者の指名の基準》 

以下⑴～⑺に掲げるいずれかに該当する場合には、当該販売場において酒類の販売業務に従事する者の中から

酒類販売管理者に代わる者を責任者として必要な人数を指名し、配置してください。 

⑴ 夜間（午後 11 時から翌日午前５時）において、酒類の販売を行う場合（成年者の指名をお願いします。） 

⑵ 酒類販売管理者が常態として、その選任された販売場に長時間（２～３時間以上）不在となることがある場合 

⑶ 酒類売場の面積が著しく大きい場合（100 平方メートルを超えるごとに、１名以上の責任者を指名） 

⑷ 同一建物内において酒類売場を設置している階が複数ある場合（酒類販売管理者のいない各階ごとに、１名以

上の責任者を指名） 

⑸ 同一の階にある複数の酒類売場が著しく離れている場合（20 メートル以上離れている場合） 

⑹ 複数の酒類売場が著しく離れていない場合であっても、同一の階において酒類売場の点在が著しい場合（３箇

所以上ある場合） 

⑺ その他酒類販売管理者のみでは酒類の適正な販売管理の確保が困難と認められる場合 
（申請する免許の条件） 
１：卸売業 ２：小売業（卸小売兼業を含む） ３：期限付小売業（免許期間の開始希望日：令和  年  月  日） 
（小売販売場の業態等の区分） 
１：一般酒販店（酒屋、酒類専門店等） ２：コンビニエンスストア  ３：スーパーマーケット  ４：百貨店 
５：１～４以外の量販店（ディスカウントストア等） ６Ⓐ：業務用卸主体店 ６Ⓑ：ホームセンター・ドラッグストア 
６Ⓒ：その他（                      ） 

※「６Ⓒ：その他」については、具体的に記載してください。 

酒類の販売業免許の申請書の記載事項である「酒類の販売管理の方法」については、本様式に記載する方法による

ものとします。 

項     目 区 分 ※ 税務署整理欄 
（実態確認状況） 

酒
類
販
売
管
理
者
関
係 

１ 酒類の販売業務を開始するときまでに、酒類販売管理研修を過去３

年以内に受けた者の中から酒類販売管理者を選任する。 
は い・いいえ 

□ 適 
□ 不適 

２ 公衆の見やすい場所（通信販売を行う場合は、カタログ等（インタ

ーネットを含む））に、酒類販売管理者の氏名や酒類販売管理研修の受

講事績等を記載した標識を掲示する。 
は い・いいえ □ 有 

□ 無 

二
十
歳
未
満
の
者
の
飲
酒
防
止
関
係 

１ 20 歳未満と思われる者に対して、身分証明証等により年齢確認を行

う。 は い・いいえ 
□ 適 
□ 不適 

２ 20 歳未満の者の飲酒防止に関するポスターを掲示する。 は い・いいえ 
□ 有 
□ 無 

３ 「その他の取組」の概要 ※上記以外の取組をしている場合にその内容を具体的に記載してください。 
(例)｢レジに啓発のためのグッズ等を置く｣、｢レジ袋に20歳未満の者の飲酒防止啓発のための表示をする｣等 

酒 税 



二
十
歳
未
満
の
者
の
飲
酒
防
止
に
関
す
る
表
示
基
準
の
実
施
予
定 

１ 酒類の陳列場所を設けて販売する。 は い・いいえ 
 
 

 

(1) 消費者が酒類に触れられない状態に置き、手渡しで販売する。 は い・いいえ  

(2) 酒類と他の商品との売場を壁や間仕切り等で分離又は区分す

る。 
は い・いいえ □ 適（□ 分離・□ 区分） 

□ 不適 

(3) 酒類の陳列場所に、表示基準に則って「酒類の売場である」又は

「酒類の陳列場所である」旨の表示を行う。 
は い・いいえ □ 適 

□ 不適 

(4) 酒類の陳列場所に、表示基準に則って「20 歳以上の年齢である

ことを確認できない場合には酒類を販売しない」旨の表示を行う。 
は い・いいえ □ 適 

□ 不適 
２ 酒類の通信販売（インターネットを含む）を行う。 

(注)１ この表示基準でいう「通信販売」とは、「通信販売酒類小売業免許」
を付与されて行うものに限らず、一般酒類小売業者が免許条件の範囲内
で行う通信販売を含み、商品の内容・価格などをカタログ、新聞折込チ
ラシなどで提示し、郵便、電話、ファックスなどの方法で注文を受けて
行う販売をいいます。 

２ 「いいえ」に「○」を付した方は、次の(1)及び(2)の記載は不要です。 

は い・いいえ   

 
(1) 酒類の通信販売（インターネットを含む）における広告、カタロ

グ、申込書、納品書等に、表示基準に則って「20 歳未満の者に対

しては酒類を販売しない」旨の表示を行う。 
は い・いいえ □ 適 

□ 不適 

 
 酒類の購入申込書等に年齢記載欄を設ける。 は い・いいえ □ 適 

□ 不適 

(2) 酒類の配達を行う旨のチラシに「20 歳未満の者に対しては酒類

を販売しない」旨の表示を行う。 
は い・いいえ □ 適 

□ 不適 

３ 酒類の自動販売機を設置しない。 は い・いいえ □ 有 
□ 無 

 

 

 

《酒類の自動販売機に対する表示基準の実施予定》 

順      号     
※ 税務署整理欄 
（実態確認状況） 

自動販売機の設置予定年月 令 年  月 令 年  月 令 年  月 令 年  月  

自 動 販 売 機 の 種 類 
改 良 型・

改良型以外 

改 良 型・

改良型以外 

改 良 型・

改良型以外 

改 良 型・

改良型以外 
 

自動販売機の設置位置 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外 店内 ・ 店外  

関
す
る
表
示
基
準
の
実
施
予
定 

二
十
歳
未
満
の
者
の
飲
酒
防
止
に 

20歳未満の者の飲酒は 

禁止されている旨 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

□ 適 

□ 不適 

免 許 者 の 氏 名 

又 は 名 称 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

□ 適 

□ 不適 

酒 類 販 売 管 理 者 

の 氏 名 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

□ 適 

□ 不適 

連 絡 先 の 所 在 地 

及 び 電 話 番 号 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

□ 適 

□ 不適 

販 売 停 止 期 間 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 
□ 適 

□ 不適 

販 売 停 止 等 の た め の 

タ イ マ ー の 設 置 の 有 無 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

□ 適 

□ 不適 

セレクトボタン部分への 

酒類である旨の表示の有無 
有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 

□ 適 

□ 不適 

 

 

※ 以下は、酒類の自動販売機を設置する予定がない場合には記載する必要はありません。 

 



 

販売業免許申請書 次葉６（「酒類の販売管理の方法」に関する取組計画書）の書き方 

 
 

１ 該当する「番号」、「はい」・「いいえ」、「有」・「無」等に○印を付してください。 

２ 「※ 税務署整理欄」には、何も記載しないでください。 

３ 「酒類販売管理研修の受講予定等」欄には、酒類販売管理研修の受講日（受講予定日）及び受

講した（受講予定の）酒類販売管理研修の研修実施団体名を記載してください。 

４ 「小売販売場の業態等の区分」欄は、酒類販売業免許申請書に記載したものと同じ業態区分の

番号に○を付してください。 

５ 「酒類の通信販売（インターネットを含む）を行う」欄の（注）１の「通信販売酒類小売業免

許」とは、「２都道府県以上の広範な地域の消費者等を対象として、商品の内容、販売価格その

他の条件をインターネット、カタログの送付等により提示し、郵便、電話その他の通信手段によ

り売買契約の申込みを受けて当該提示した条件に従って酒類の販売を行うことができる販売業

免許です 

６ 「自動販売機の種類」欄は、設置予定の自動販売機が改良型自動販売機である場合には「改良

型」を、改良型以外の自動販売機である場合は「改良型以外」を○で囲んでください。 
【注】 改良型自動販売機とは、対面販売（又は対面交付）した磁気カードによってのみ稼動可能となる等の改

良がなされ、20 歳未満の者による酒類の購入を防止することが可能と認められる自動販売機をいいます。 

７ 「自動販売機の設置位置」欄は、設置予定の酒類の自動販売機が、店舗の屋内に設置され店内

に入らなければ購入することができない状態となっている場合には「店内」を、それ以外の場合

には「店外」を○で囲んでください（例：店舗の敷地内であっても屋外に設置されている場合に

は「店外」となります）。 

 
 

 
 



CC1-5104-8 
 

酒類販売業免許の免許要件誓約書 

 
         税務署長 殿 
 
 

 

 申請（申出・申告）

販売場の所在地及び

名称 
 

 

  
 

 
  申請（申出・申告）者が個人の場合 
 

 

私（及び法定代理人）の免許の要件について、別紙１及び２のとおり誓約します。 
なお、この誓約内容に偽りがあった場合、酒税法の規定により、その事実が①審査段階で判明した

ときは拒否処分、②免許取得後に判明したときは免許の取消処分を受けることがあることを承知して
います。 
 

令和   年   月   日 

      （申請（申出・申告）者の住所） 

      （氏 名）                       印 
 

 

  下記法定代理人は、誓約内容を確認しているので、各法定代理人それぞれの誓約に代え、代表して

誓約します。 

  （法定代理人氏名） 
 
 
 
                   令和  年  月  日 

       (法 定 代 理 人 住 所) 

        (法 定 代 理 人 氏 名)                       印 

       (申請（申出・申告）者との関係) 
 

  申請（申出）者が法人の場合 
 

 

当社及び役員等の免許要件について、別紙１及び２のとおり誓約します。 
なお、この誓約内容に偽りがあった場合、酒税法の規定により、その事実が①審査段階で判明したと

きは拒否処分､②免許取得後に判明したときは免許の取消処分を受けることがあることを承知していま
す。 
 
                    令和   年   月   日 

          （申請（申出）者の所在地）                （法人代表者印） 

          （名称 及び代表者氏名）                  印 
 

 

下記役員等は、誓約内容を確認しているので、各役員等それぞれの誓約に代え、代表して誓約しま

す。 

  （役職及び氏名） 

   代表取締役  

   取締役    

   取締役    

   監査役    

   支配人    
 
 
                     令和   年   月   日 

          (名 称）                                （代表者個人印） 

          (代 表 者 氏 名 )                   印 
 

(別紙１及び２を添付して提出してください。) 

 

酒税 

１/３ 



                                           （別紙１） 

誓    約    項    目 

申請者等の誓約内容 順 

号 

申 請 

（申出）者 
役員等 法定代理人  

 

 １ 酒税法10条１号から８号関係（人的要件） 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 － 
 

 

 

 

 １号関係 
 

 申請（申出・申告）者が酒税法(12条1､2､5､6号、13条、14条

1､2､4号)の規定により免許を取り消されたことがない又はアル

コール事業法の規定により許可を取り消されたことがない。 

 

 
 はい・いいえ 
 
 

 

 
 はい・いいえ 
 
 

 

 
 はい・いいえ 
 
 

 

 
 ○1  
 
 

 

［上記で「いいえ」に○を付した場合］ 

 申請（申出・申告）時において、免許又は許可を取り消された日から３年を

経過している。 

 

 
 はい・いいえ 
 
 

 

 
 はい・いいえ 
 
 

 

 
 はい・いいえ 
 
 

 

 ２号関係： 申請（申出・申告）者が1号に該当する法人の業務執行役員を

していた者でその取消の日から3年を経過するまでの間の申請

（申出・申告）でない。 
○ 酒類の製造者又は販売業者である法人が、酒税法（12条1､2､5､6

号、13条、14条1､2､4号）の規定により免許を取り消された法人 
○ アルコール事業法の許可を受けた法人で、同法の規定により許可

を取り消された法人 
 

 

 はい・いいえ 
 
 (個人のみ) 
 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 
 
 

 

 ○2  
 
 
 
 
 
 

 

 ３号関係： 申請（申出・申告）者が未成年者のときに、その法定代理人が
1､2､7､7の2､8号に該当しない。 

 

 

 はい・いいえ 
 (個人のみ) 
 

 

 
 

 

 
 

 

 ○3  
 

 

 ４号関係： 申請（申出）者又は法定代理人が法人の場合にその役員が1、
2、7、7の2、8号に該当しない。 

 

 

 はい・いいえ 
 (法人のみ) 
 

 

 
 
 

 

はい・いいえ 
(法人のみ) 

 

 

 ○4  
 
 

 

 ５号関係： 支配人が1、2、7、7の2、8号に該当する者でない。 
 

 

 はい・いいえ 
 

 

 
 

 

 
 

 

 ○5  
 

 

 ６号関係： 申請（申出・申告）者が免許の申請前２年内において国税又は
地方税の滞納処分を受けていない。 

 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 ○6  
 
 

 

 ７号関係 
 

  国税等に関する法律の規定により罰金の刑に処せられ又は通
告処分を受けたことがない。 

 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 ○7  
 
 
 
 
 
 
 

 

 ［上記で「いいえ」に○を付した場合］ 

  申請（申出・申告）時において、それぞれ、その刑の執行を終わり、若しく

は執行を受けることがなくなった日又はその通告の旨を履行した日から３年を

経過している。 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 

 

 ７号の２ 

 関係 
 
 
 
 
 
 
 

 

  未成年者飲酒禁止法若しくは暴力団員による不当な行為の防
止等に関する法律等の規定により、又は刑法等に定める一定の
罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられたことがない。 

 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 
 

 

 ○8  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ［上記で「いいえ」に○を付した場合］ 

  申請（申出・申告）時において、その執行を終わった日又は執行を受けるこ

とがなくなった日から３年を経過している。 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 

 

 ８号関係 
 
 
 
 
 
 

 

  禁錮以上の刑に処せられたことがない。 
 

 はい・いいえ 
 (個人のみ) 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 ○9  
 
 
 
 
 
 

 

 ［上記で「いいえ」に○を付した場合］ 

  申請（申出・申告）時において、その執行を終わった日又は執行を受けるこ

とがなくなった日から３年を経過している。 
 

 

 はい・いいえ 
 (個人のみ) 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 

 

 【理由等】 
 
 

 

 
 
 
 

 

 ２ 酒税法10条９号関係（場所的要件） 
    申請販売場が取締上不適当と認められる場所でない。 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 － 
 
 

 

 

 

 (1) 申請販売場が酒類の製造場、酒類の販売場、酒場、料理店等と同一場
所でない。 

 

 

 はい・いいえ 
 

 

 

 

 

 

○10  
 

 

(2) 申請販売場の申請者の営業が販売場の区画割り、専属の販売従事者の
有無、代金決済の独立性その他販売行為において他の営業主体の営業と
明確に区分されている。 

 

 はい・いいえ 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

○11  
 

 

 【理由等】 
 
 

 

 
 
 
 

２/３ 



                                           （別紙２） 

誓    約    項    目 

申請者等の誓約内容 

順 

号 

申 請 

（申出）者 

役員等 法定代理人  

 

 ３ 酒税法10条10号関係（経営基礎要件） 
   (注) 酒税法10条10号関係の要件を充足するかどうかについては、次の事項から

判断します。 
 

 

 

   

 
 － 
 
 

 

 
 

 (1) 申請（申出）者が、破産手続開始の決定を受けて復権を得ていない

場合に該当しない。 

はい・いいえ 
 

  

○12  
 

 

 

 

 (2) 事業経営のための経済的信用の薄弱、経営能力の貧困等経営の基 

礎が薄弱であると認められない。 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 － 
 
 

  

 イ 現に国税若しくは地方税を滞納していない。 
 

 

 はい・いいえ 
 

 

 はい・いいえ 
 

 

 
 

 

○13  
 

 

 ロ 申請（申出）前１年以内に銀行取引停止処分を受けていない。 
 

 

 はい・いいえ 
 

 

 はい・いいえ 
 

 

 
 
 

 

 ○14  
 

 

 ハ  最終事業年度における確定した決算に基づく貸借対照表の繰越損 

  失が資本等の額を上回っていない。 
 

 

 はい・いいえ 

(法人のみ) 

 

 はい・いいえ 
 

 

 
 

 

 ○15  
 

 

 ニ 最終事業年度以前３事業年度の全ての事業年度において資本等 

の額の20％を超える欠損となっていない。 

 

 はい・いいえ 

(法人のみ) 

 

 はい・いいえ 
 

 

 
 

 

 ○16  
 

 

 ホ 酒税に関係のある法令に違反し、通告処分を受けていない又は告 
  発されていない。 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 
 
 

 

 ○17  
 
 

 

 ヘ 建築基準法等の法令又は条例に違反しており、建物の除却又は移

転を命じられていない。 

 はい・いいえ 
 

 

 

 

 
 

 

 ○18  
 

 

ト 酒類の適正な販売管理体制を構築することができる。 
 

 

 

 

 はい・いいえ 
 
 

   

 ○19  
 

 

 (3) 申請（申出）者は、経験その他から判断し、適正に酒類の販売業

を経営するのに十分な知識及び能力を有すると認められる者又はこ

れらの者が主体となって組織する法人である。 
 

 

 はい・いいえ 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 ○20  
 
 
 

 

 (4) 申請（申出）者は、酒類の販売業を継続して行うために必要な所

要資金を賄うに足りる所有資金等を有している。 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

○21  
 

 

 (5)  酒類の販売業を継続して行うために必要な販売施設及び設備を有して

いる又は必要な資金を有し免許を付与するまでに販売施設及び設備を有

することが確実と認められる。 
 

 

 はい・いいえ 
 

 

 
 

 

 
 

 

○22  

 

 【理由等】 
 

 

 
 
 
 
 

 

 ４ 酒税法10条11号関係（需給調整要件）  

   酒税の保全上酒類の需給の均衡を維持する必要があるため、酒類の販

売業免許を与えることが適当でないと認められる場合に当たらない。 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 － 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 (1) 設立の趣旨からみて、販売先が原則としてその構成員に特定され

ている法人又は団体でない。 
 

 

 はい・いいえ 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 ○23  

 
 
 

 

 (2) 酒場、旅館、料理店等酒類を取り扱う接客業者でない。 
 

 

 はい・いいえ 
 

 

 
 

 

 
 

 

○24  
 

 【理由等】 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 ５ 酒税法14条１号関係  

   偽りその他不正の行為により、酒類の販売業免許を受けていない。 
 

 

はい・いいえ 
 
 

 

 
 

 

 
 

 

○25  
 

 

６ 酒税法14条３号関係  

   ２年以上引き続き、酒類の販売業を休業していない。 
 

 

はい・いいえ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

○26  

 

 

３/３ 


